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独立行政法人都市再生機構の改革に係る工程表独立行政法人都市再生機構の改革に係る工程表（概要） 

政府 出資 特殊

組
織

● 効率的かつ透明性のある組織 
  への見直し 

・ 賃貸住宅部門と都市再生 
   部門の区分の明確化 

行政刷新会議における議論と連携して検討 

方法等の検討  組織内カンパニー
制度を試行実施 

組織内カンパニー制度を本格実施 
カンパニー別に 
情報を公表 

政府１００％出資の特殊
会社化を検討（Ｈ２５以降） 

織
・運
営 

・ 株式会社方式のガバナン 
   スの導入 

賃貸住宅部門、都市再生部門、ニュータウン部門の 
区分を明確化し、組織内カンパニー制を採用 

株式会社方式のガバナンスの 
導入に向けた検討   理事の権限と執行責任の明確化＋重要な意思決定は全役員で構成される理事会で審議 

● 将来的な金利上昇リスクの 
軽減

繰越欠損金の早期解消＋負債の圧縮
新たな経営改善
計画の策定

● 既存賃貸住宅の再生・再編 

・ 入札を行う対象物件の選定に係る考え方 
・ 入札に係る具体的な実施方法 

「ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方針」に基づく取組みの推進 

  軽減 計画の策定

●事業規模の縮減 

方針の 
再検証完了 

既存住宅ストックを活用し、サービス付き高齢者向け住宅の導入等により、 
高齢者等が安心して暮らせる住まいや居住環境を提供 

賃
貸
住
宅 

・ 高額賃貸物件の譲渡等 

・ 地方公共団体との連携 

対応方針の検討  対応方針
とりまとめ 

対象物件
の選定 

結果を踏まえ引き続き実施 

譲渡等を希望する地方公共団体への意向確認 

その他の地方公共団体への意向確認機構の財務体質が悪化しないことを条件とし

民間への
公募・入札 

引き続き地方公共団体と協議 

引き続き地方公共団体と協議

都
市・ 実施基準の見直し 

その他の地方公共団体 の意向確認

有識者委員会 
における検討 

新基準 
策定・公表 

新基準に基づき、事業範囲を縮減 

事業目的を「民間都市再生事業の支援」又は「地方公共団体のまちづくり支援・補完」に限定

地方公共団体の住宅政策と連携して適切に管理・運営される仕組みの構築 

● 事業規模の縮減 

て、協議が成立すれば、順次譲渡。ただし、
居住者の居住の安定には十分配慮する。 

引き続き地方公共団体 協議

再
生 

関

事業目的を「民間都市再生事業の支援」又は「地方公共団体のまちづくり支援・補完」に限定
↑ 
実施希望の民間事業者が
いないことを公募により確認 

↑ 
まちづくりの計画に位置づけられていること、 
地方公共団体では実施困難である旨の書面での要請 

要件： 

競争性のある契約方式 の移行 移行完了 実質的な競争がなされているか契約監視委員会においてチ ク

• 会社自体の整理・統廃合を行うことが将来にわたる基本方針 
• 当面、関係会社として存続する会社は先行して金銭寄附を要請 

● 機構の業務運営における 
  透明性・効率性の向上 

関
係
法
人 

・ 利益剰余金の返納 

・ 関係法人の整理・統廃合 

競争性のある契約方式への移行 移行完了 実質的な競争がなされているか契約監視委員会においてチェック

① 他の株主との協議の上金銭寄附等で返納 

方針の公表  株式の売却・持合いの解消、類似法人の統廃合等 

② 会社の整理・統廃合の中で適切に回収 

整理・合理化方針の策定 

・ 随意契約の廃止

内容を踏まえ 

有識者委員会における検討  基本的な 
考え方公表 


